
貸　借　対　照　表 
（平成17年３月31日現在） （単位：千円） 

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

負 債 の 部  資 産 の 部  

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額 

流 動 資 産  
現 金 及 び 預 金  
受 取 手 形  
営 業 未 収 入 金  
販 売 用 土 地 建 物  
仕 掛 土 地 建 物  
貯 蔵 品  
前 払 費 用  
繰 延 税 金 資 産  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  
固 定 資 産  
有 形 固 定 資 産  
建 物  
構 築 物  
機 械 及 び 装 置  
車 両 運 搬 具  
工 具 器 具 及 び 備 品  
土 地  
建 設 仮 勘 定  
無 形 固 定 資 産  
ソ フ ト ウ ェ ア  
電 話 加 入 権  
そ の 他  
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券  
差 入 保 証 金  
長 期 前 払 費 用  
そ の 他  
貸 倒 引 当 金  

９,７６４,３９９ 
３,３２０,３３６ 
８２１,６０２ 
２,９１４,４８２ 
８１５,１８７ 
１,５１８,４５９ 
４,５６６ 

１０８,５７７ 
１６９,６２２ 
９８,３４７ 
△６,７８２ 

１２,０８７,４１６ 
８,５６７,８２８ 
４,９５４,８００ 
３７５,２３４ 
１５,３４２ 
８９９,３３８ 
６７,９４０ 

２,０９７,６１４ 
１５７,５５７ 
１４４,９２９ 
１１３,７７０ 
２７,２３０ 
３,９２８ 

３,３７４,６５８ 
２,５８１,６２０ 
５２０,２０３ 
３４,９９４ 
２７９,４９４ 
△４１,６５４ 

２,８０４,８１８ 
１,６１７,８７９ 
１７１,８３８ 
２４３,０２１ 
４００,９７９ 
６２,１５５ 
２９９,４２４ 
９,５１９ 

４,７８５,５２１ 
３,０００,０００ 
１６６,５８２ 
８４３,００５ 
７７５,９３３ 

７,５９０,３３９ 

 
３,７６４,０００ 
３,９８９,７７４ 
３,９８９,７７４ 
７,６８７,２０６ 
１４１,２３０ 
６,７３５,７７１ 
２００,０００ 
４５,７７１ 

６,４９０,０００ 
８１０,２０５ 

△１,８１６,８９０ 
６４５,５３４ 
△８,１４９ 

１４,２６１,４７６ 

２１,８５１,８１５ 

流 動 負 債  
営 業 未 払 金  
未 払 金  
未 払 費 用  
未 払 法 人 税 等  
預 り 金  
賞 与 引 当 金  
そ の 他  
固 定 負 債  
長 期 借 入 金  
繰 延 税 金 負 債  
退 職 給 付 引 当 金  
預 り 保 証 金  

負 債 合 計  

 
資 本 金  
資 本 剰 余 金  
資 本 準 備 金  
利 益 剰 余 金  
利 益 準 備 金  
任 意 積 立 金  
配 当 準 備 積 立 金  
圧 縮 記 帳 積 立 金  
別 途 積 立 金  
当 期 未 処 分 利 益  

土地再評価差額金 
株式等評価差額金 
自 己 株 式  

資 本 合 計  

負債及び資本合計 

資 本 の 部  

資 産 合 計  ２１,８５１,８１５ 



（単位：千円） 

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

科　　　目 金　　　額 

損 益 計 算 書  

（　　　　　） 平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで 

経 常 損 益 の 部  

（営 業 損 益）  

営 業 収 益  

営 業 費 用  

営 業 原 価  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  

営 業 利 益  

（営 業 外 損 益 ）  

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金  

そ の 他  

営 業 外 費 用  

支 払 利 息  

そ の 他  

経 常 利 益  

特 別 損 益 の 部  

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益  

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 売 却 損  

役 員 退 職 慰 労 金  

税 引 前 当 期 純 利 益  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  

法 人 税 等 調 整 額  

当 期 純 利 益  

前 期 繰 越 利 益  

当 期 未 処 分 利 益  

 

 

 

 

２５,５６０,７０６ 

１,５０７,３９９ 

 

 

 

３１,６６９ 

３８,６６９ 

 

１０６ 

４,８１５ 

 

 

 

２７３ 

 

３１,４６８ 

１,８１０ 

 

６８４,８６４ 

△４９,３１６ 

 

 

２８,３７５,９５４ 

 

 

２７,０６８,１０５ 

１,３０７,８４８ 

 

 

 

７０,３３８ 

 

 

４,９２２ 

１,３７３,２６５ 

 

 

２７３ 

 

 

３３,２７８ 

１,３４０,２５９ 

 

６３５,５４７ 

７０４,７１２ 

１０５,４９３ 

８１０,２０５ 



注記事項 
１．重要な会計方針  
（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

①関連会社株式……………………………… 
②その他有価証券 

時価のあるもの…………………………

　　時価のないもの…………………………  
（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

①販売用土地建物…………………………  
②仕 掛 土 地 建 物…………………………  
③貯　　蔵　　品…………………………  

（３）固定資産の減価償却方法 
①有形固定資産 
　　定率法（ただし、建物及び建物附属設備については定額法）を採用しております。 
　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
　　　　　建　　　物 　　15～22年　　　　　車両運搬具 　　３～６年 
②無形固定資産 
　　定額法を採用しております。 
　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
　づいております。 
③長期前払費用 
　　定額法を採用しております。 

（４）引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
　等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
②賞与引当金 
　　従業員の賞与の支給に充当するため、当期に負担すべき支給見込額を計上しており
　ます。 
③退職給付引当金 
　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込
　額に基づき、当期において発生していると認められる額を計上しております。 
　　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
　の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理す
　ることとしております。 

（５）リース取引の処理方法 
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
 
 

移動平均法による原価法を採用しております。 
 
期末日の市場価格等による時価法（評価差額
は全部資本直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。 
移動平均法による原価法を採用しております。 
 
個別法による原価法を採用しております。 
個別法による原価法を採用しております。 
総平均法による原価法を採用しております。 



（６）重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を採用しており
ます。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段…………金利スワップ取引 
ヘッジ対象…………借入金 

③ヘッジ方針 
金利スワップ取引で、変動金利を固定化することにより将来の金利上昇リスクを回

避するためのものであります。 
④ヘッジの有効性評価の方法 

特例処理の適用要件を充足しているため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。 
（７）消費税等の会計処理方法 

　税抜方式を採用しております。 
（追加情報） 
外形標準課税 
実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会（平成16年２月13日））が公表された
ことに伴い、当期から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割
39,689千円を「販売費及び一般管理費」として処理しております。  

２．貸借対照表の注記  
（１）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,270,593千円 
（２）貸借対照表に計上した固定資産のほか車両運搬具、電子計算機等の器具備品・ソフトウ

ェア等をリース契約により使用しております。 
（３）受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　147,280千円 
（４）商法施行規則第124条第3号に規定する時価を付したことにより増加した純資産額 

645,534千円 
（５）土地再評価法の適用 

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再
評価に関する法律の一部改正する法律」（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、
事業用土地の再評価を行い、土地再評価差額金として資本の部に計上しております。 
　なお、再評価の方法については、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31
日公布政令第119号）第２条第4号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規
定する地価税の課税標準の計算の基礎となる土地の価額を算出するために国税庁長官が
定めて公表した方法により算出した価額に合理的調整を行って算出しております。 
　再評価を行った年月日……………平成14年３月31日 
　再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 469,982千円  

３．損益計算書の注記 

１株当たりの当期純利益 64円00銭 

 



４．税効果会計関係  
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　　 
貸倒引当金 8,088千円 
賞与引当金 120,454千円 
未払事業税 33,679千円 
退職給付引当金 320,556千円 
その他　 20,212千円 
繰延税金資産合計 502,990千円 
 
繰延税金負債　 

圧縮記帳積立金 29,393千円 
前払年金費用 36,061千円 
株式等評価差額金 434,496千円 
繰延税金負債合計 499,951千円 

繰延税金資産の純額 3,039千円 
（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主要 
　  な項目別の内訳 

法定実効税率 40.2％ 
（調　整） 
住民税均等割等 5.0％ 
交際費等永久に損金算入されない額 1.8％ 
受取配当金等永久に益金算入されない額 △0.5％ 
その他 0.9％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.4％  

５．退職給付関係  
（１）採用している退職給付制度の概要 

　当社は、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度と、確定給付型の適格退職年
金制度を設けています。また、大阪府貨物運送厚生年金基金に加入していますが、当該
厚生年金基金制度は退職給付会計実務指針（日本公認会計士協会平成11年９月14日）33
項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産残高のうち当社の掛け金拠出割
合に基づく当期末年金資産残高は4,237,356千円であります。 

（２）退職給付債務に関する事項 
イ．退職給付債務 △1,104,472千円 
ロ．年金資産 340,144千円 
ハ．退職給付引当金 843,005千円 
ニ．前払年金費用 △89,641千円 
　　差引（イ＋ロ＋ハ＋ニ） △10,963千円 
（　差引分内訳） 
ホ．未認識数理計算上の差異 △10,963千円 

（３）退職給付費用に関する事項 
イ．勤務費用 99,531千円 
ロ．利息費用 21,476千円 
ハ．期待運用収益 △4,627千円 
ニ．厚生年金基金拠出額 145,006千円 
ホ．数理計算上の差異の費用処理額 5,649千円 
ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 267,035千円 

（４）退職給付債務等の計算の基礎 
イ．割引率 2.0％ 
ロ．期待運用収益率 1.5％ 
ハ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
ニ．数理計算上の差異の処理年数 10年 




